
令和７年度 兵庫県児童養護連絡協議会 事業方針（案） 

 

１．児童養護施設を取り巻く状況 

「さらなる社会的養育の推進に向けて」 

 児童虐待相談件数の増加や、子育てに困難を抱える世帯の増加を背景に、令和６年４月１日付けで改正

児童福祉法が施行された。その内容は、子育てに困難を抱える家庭への包括的な支援体制の強化を目的と

しており、児童の権利擁護や児童相談所の強化などが明示されている。 

児童養護施設に関する改正点としては、 

① 社会的養育経験者の自立支援が強化され、社会への適応を促進する。 

② 児童相談所などで児童の意見を尊重した措置が行われ、児童の権利擁護が強化される。 

③ 実務者の専門性向上が図られ、資格や研修制度の整備を進める。 

④ 児童をわいせつ行為から守るため、保育士の資格管理が厳格化され、犯罪者の保育士への就職を防ぐ

措置がとられる。 

また、これらを踏まえ、令和 6 年度には「兵庫県社会的養育推進計画」の見直しが行われ、令和２年度

から令和 11 年度までの 10 か年のうち後期５か年の取組を推進することになった。今後、家庭養育優先

原則の徹底による、子どもの最善の利益の実現をめざし、以下の項目について進めていくこととなる。 

① 里親への包括的支援体制の抜本的強化 

② 子どものニーズに応じた養育の提供 

③ 児童相談所、一時保護改革の推進 

この中で、特に、里親・ファミリーホームヘの委託の推進に向けた取組として、令和６年度から里親支

援センターが順次設置された。令和 7 年度については、中央こども家庭センター、加東こども家庭セン

ター管内で里親支援センターが設置されることになり、兵庫県下の全こども家庭センターに里親支援セ

ンターが設置され、県下のフォスタリング体制が充実してきている。 

また、川西こども家庭センターに一時保護所も整備され、各市町におけるこども家庭センターの設置

等、児童相談所を中心としたこども家庭支援体制構築の強化が図られている。さらに子どもの権利擁護の

取組については「子どもの権利擁護のための意見表明支援事業」が開始されるなど、県推進計画の内容は

確実に具現化されている。 

 次期計画の見直しについては、里親等委託率だけでなく、里親等数や施設数、児童家庭支援センターや

里親支援機関、自立支援の役割を担う機関、権利擁護等の体制などについても整備目標を新たに設定する

こととなっている。 

このような中、県児童家庭課ならびに県・明石市児童相談所との連携の元、引き続き児童養護施設の役

割に関する項目について、各内容を具現化するための積極的な取組を行っていくこととする。 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．重点的実施事項 

（１）権利擁護に関するコンプライアンスの徹底 

   児童福祉法第１条には、「全て児童は、適切に養育され、その生活を保障され、愛され、保護され

ること、その心身の健やかな成長及び発達（略）を等しく保障される権利を有する」ことが明記され

ている。また「全国児童養護施設協議会倫理綱領」では職員の使命として「私たちは、入所してきた

子どもたちが、安全に安心した生活を営むことができるよう、子どもの生命（せいめい）と人権を守

り、育む責務があります。」と表明されている。 

   しかしながら令和４年度における被措置児童等虐待への各都道府県等の対応状況等に係る調査結

果によると、児童養護施設における被措置児童虐待が 77 件報告されている。 

県養協のすべての施設や職員は、児童の権利条約や児童福祉法、児童養護施設運営指針等、子ども

の権利擁護に関するコンプライアンスの徹底を心掛けねばならない。 

 

  ＜具体的取り組み＞ 

① こどもの権利擁護委員会との連携のよる権利擁護の取組 

平成 31 年度に県養協内に設置した「こどもの権利擁護委員会」の活動が６年を経過した。この

間当委員会は、県養協内の施設で発生した被措置児童虐待等の権利侵害事案の検証作業や子ども

の権利擁護を目的とした調査研究活動（「兵庫県児童養護施設における夜間体制の課題と重要性に

関する調査」）を行ってきた。 

 令和 4 年から 5 年度にかけ、県養協内の施設で発生した被措置児童虐待の案件について、再発

予防並びに施設とこども家庭センターとの連携強化を目的に委員会にて検証作業を行った。その

検証結果について令和６年 4 月に報告書が提出された。また、令和 6 年 12 月の日本虐待防止学会

＜参考＞ 兵庫県社会的養育推進計画 

新計画の項目 

① 当事者であるこどもの権利擁護の取組 

② 市町の子ども家庭支援体制の構築等に向けた兵庫県の取組 

③ 支援を必要とする妊産婦等の支援に向けた取組【新規】 

④ 各年度における代替養育を必要とする子ども数の見込 

⑤ 一時保護改革に向けた取組 

⑥ 代替養育を必要とする子どものﾊﾟｰﾏﾈﾝｼｰ保障に向けた取組 

⑦ 里親・ファミリーホームへの委託の推進に向けた取組 

⑧ 施設の小規模かつ地域分散化、高機能化及び多機能化・ 

機能転換に向けた取組 

⑨ 社会的養護自立支援の推進に向けた取組 

⑩ 児童相談所の強化等に向けた取組 

⑪ 障害児入所施設における支援【新規】 



（Jaspcan）で発表した当報告書内の提言事項について、今後も真摯に取り組み再発防止に努めて

いきたい。 

 特に、今回の検証で、施設内虐待が推測される事案が発生した場合に、児童相談所と施設が敵対

しがちになってしまうことが明らかになった。このような場合に、専門的知見を有する第三者を

SV に招き、複数かつ多角的視点でアセスメントできる体制を構築し、児童相談所と施設が信頼関

係のもとに、子どもにとって最善の選択ができるように、事案を解決していく方法を検討する。 

 

   ②児童の健全な発達支援を目的とした児童行事の実施 

施設養育の特性である児童集団のグループダイナミックスを活用したスポーツ等の行事は、子

どもたちの主体性や協調性等を養う健全育成の貴重な機会である。しかし、施設の小規模化（定員

減）や子どもの発達課題の多様化等により、行事参加が困難な施設が増加している。 

新型コロナウィルス感染予防の視点から令和 2 年度と令和 3 年度は児童行事の実施を見合わせ

てきたが、令和 4 年度より一部行事を再開し、参加施設数が少なくなっているものの、一つの目標

に向かって子どもたちや職員が連携する姿が多くの行事で見ることができた。 

令和７年度においても子どもたちの健全育成の観点から、児童行事を継続実施していきたい。 

 

（２）高機能化への取組 

   県推進計画における「施設の小規模かつ地域分散化、高機能化及び多機能化・機能転換に向けた取

組」のうち、引き続き施設養育の使命である「高機能化・多機能化」の実現に向け、以下の取組を行

うこととする。 

 

＜具体的取組＞ 

自立支援計画策定に関する施設とこども家庭センターの連携について 

    県養協の『児童養護施設における自立支援計画策定の手引き－子どものニーズに即した自立支

援計画の達成に向けて－』（平成 30 年 12 月）の作成及び兵庫県の「自立支援計画の見直しに係る

準則の策定について（通知）」（平成 31 年 4 月 4 日）による自立支援計画策定に関する施設とこど

も家庭センターの連携の取組開始から約５年が経過した。 

    今後も、自立支援計画が形骸化することのないように、アセスメント、計画策定、3 か月ごとの

見直しなど、システム的にこの取組を継続的に行っていく。 

    また、虐待経験によるトラウマ症状を抱える児童や発達特性を持つ児童、不登校や引きこもり傾

向の高年齢児童といったケアニーズの高い児童の入所が顕著となっている中、令和 6 年度には、

トラウマインフォームドケア（TIC）の研修を行った。さらに、ケアワーカーやＦＳＷ、心理職や

医療職、児童相談所や学校等の外部機関など施設内外の職種や機関との適切な役割分担や連携に

よる「チームアプローチ」の視点を組み入れたケアが重要であるということで、チームアプローチ

についても研修を行ってきた。 



    今年度については、昨年度の取組を継承しつつ、こども権利擁護委員会で提言のあった、心理的

安全性についてさらに深め、そして施設の組織運営に反映できるように、研修を行っていきたい。

あわせて、組織運営として重要なガバナンスについても、各施設に浸透するように検討していきた

い。 

 

（３）多機能化への取組 

  ＜具体的取り組み＞ 

兵庫県のフォスタリング体制における里親支援専門相談員の役割の検討 

県推進計画では、里親支援専門相談員についてすべての児童養護施設に配置することや里親の

リクルートや里親家庭への訪問支援等がその役割と示されている。 

  国は、「里親の普及啓発、里親の相談に応じた必要な援助、入所児童と里親相互の交流の場の提

供、里親の選定・調整、委託児童等の養育の計画作成といった里親支援事業や、里親や委託児童等

に対する相談支援等を行う。」ことを目的とした新たな児童福祉施設として「里親支援センター」

の設置を旨とする児童福祉法改正を行った。 

  兵庫県においても令和６年度に、川西、西宮、姫路、豊岡の各こども家庭センター管内において

里親支援センターの開設し、今年度については、中央、加東でも 4 月 1 日に開設した。 

  施設の里親支援専門相談員や児童家庭支援センター等のフォスタリング機関に加え、里親支援

センターが開設される中、フォスタリング機関において情報交換や機能連携を検討するとともに、

施設の里親支援専門相談員の役割等について検討していきたい。 

 

（４）社会的養護自立支援機能の強化 

   県推進計画「社会的養護自立支援の推進に向けた取組」に基づき、令和３年度に各施設に自立支援

担当職員が配置され令和 4 年度より県養協に生活支援担当職員が配置された。 

   県養協では令和 4 年度より自立支援コーディネーター、生活支援相談員、各施設自立支援担当職

員による「自立支援部会」を構成し、組織的に社会的自立支援機能強化に取り組んだ。具体的に自立

支援セミナーや就職支援セミナー、就職相談会等を開催してきた。 

   令和 6 年度より自立支援コーディネーターや生活支援相談員による支援活動をより発展させるこ

とを目的に、「社会的養護自立支援拠点事業」が兵庫県より委託され、兵庫県福祉センター内に支援

拠点「こもれび」が開設され上記 2 名に加え、就労支援員が配置された。 

   社会的養護自立支援拠点事業は、その対象が施設退所者に加え、虐待経験がありながらもこれまで

公的支援につながらなかった者等に拡大され、社会的養護経験者等を必要な支援に適切につなぐた

め、相互の交流を行う場所を開設し、必要な情報の提供、相談及び助言並びにこれらの者の支援に関

連する関係機関との連絡調整を行うこととなっている。令和 6 年度については、451 件の相談件数が

あり、里親からの相談や里親から自立した子ども本人からの相談もあった。また、広範な地域の相談

について拠点だけでは対応がむつかしい面もあった。 



   今年度については、昨年度の反省点や課題を踏まえ、本事業の取り組み方を再考するとともに、児

童家庭支援センターや里親支援センターとの連携も視野に入れて、県下全体の社会的自立支援機能

の強化に取組んでいきたい。 

 

（５）人材確保・定着の取組 

  施設の高機能化・多機能化の実現には、それを担う職員の人材確保とその育成が必要不可欠であ

る。特に人材不足の問題が顕著となっている社会福祉の分野においては、人材養成・確保における

組織的な取り組みが重要となる。 

このような中、兵庫県施設保育士養成協議会や兵庫県社会福祉士会等との連携を図ることを目

的に導入した賛助会員制度の活用及び実習部会の取り組みが、就職フェアの実施や実習アンケー

トによる施設実習の充実化に大きく効果をもたらしている。 

今後はさらに、学生のニーズを取り入れ、開催の時期や地域を検討し、また、SNS を用いた告

知などを検討し、人材確保と人材育成に貢献していきたい。 

 

（６）兵庫県社会的養育施設検討委員会の設立【新規】 

 令和 6 年度に兵庫県社会的養護推進計画の見直し作業が行われ、「施設の小規模かつ地域分散

化、高機能化及び多機能化・機能転換に向けた取組」が、児童養護施設に関する中心項目となる

が、具体的な記載事項として「乳児院、児童養護施設」「母子生活支援施設」「地域支援・在宅支

援の充実」があげられている。 

    里親支援については、令和 7 年度にすべてのこども家庭センター管内に里親支援センターが整

備され、フォスタリング環境は整ったが、これまで地域の里親支援を行ってきた児童家庭支援セン

ターや児童養護施設の里親支援専門相談員との連携、自立支援については自立支援拠点「こもれ

び」や里子の自立支援を行う里親支援センター、児童家庭支援センターとの連携が十分できていな

い。 

    そこで、各機関を横断する兵庫県社会的養育施設検討委員会を設立し、乳児院や母子生活支援施

設、児童家庭支援センター、里親支援センターとの連絡・情報交換等の体制整備を行い、支援内容

によって各施設・機関の役割を明確化し、効率的な支援を行っていきたい。あわせて、調査研究研

修や就職フェアなど各機関が一緒に実施できる内容については、協同してその内容を充実させて

いく。 

 

 

 

 

 



兵庫県社会的養育施設検討委員会組織図(案) 
 

 

 

自立支援部会 
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討。 
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（事務局 小田 敏治） 

調査研究研修担当 

理事 瀧野 真継 

三光塾 

・統計調査担当 

・情報システムに関するこ

と 

・各研修準備 

 東光園 

 さくらこども学園 

 二葉園 

 若草寮 

善照学園 

 カーサ汐彩 

 ルピナス高砂 

・養育研究の実施 

・県委託業務 

・情報収集 

・業務統計調査 

・情報システムに関するこ

と 

・研修事業に関する事 

・療育に関する事 

・その他調査研究研修に関

する事 

・ソーシャルワークに関す

ること 

里親支援担当 

理事 小田 敏治 

睦の家 

 

 

中央こども管内 
立正学園・播磨同仁学

院・淡路学園・聖智学

園・ルピナス高砂 

姫路こども管内 
広畑学園・信和学園・

光都学園・さくらこど

も学園・東光園・二葉

園・泉心学園 

西宮こども管内 
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豊岡こども管内 
若草寮 
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カーサ汐彩 
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・実習の調査に関すること 

・実習のマニュアル作成に

関すること 

・学生への教育、講習、啓
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部長 田中 洋 

乳児院くれよん 

社会的養護自立支援拠点こもれび  

(平日 8：45～17：30) 

坂本 理佳（支援コーディネーター） 

米山 利紗（生活相談支援員） 

伴 薫海（就労相談支援員） 

 

顧問弁護士 

尼崎駅前法律事務所 

弁護士 曽我 智史 

 

 

・支援計画の作成 

・支援担当者会議の運営 

・就労支援 

 

①退所を控えた者に対する支援 

・自立に必要な知識、社会常識等を学ぶためのテキスト作

成、講習会開催等、生活技能取得につながる支援等 

 

②退所後の支援 

・居住、家庭、交友関係、将来への不安等に関する相談対応

等 

 

  

児童養護連絡協議会 

会長 三浦 一広 

 

 

児童家庭支援センター 

会長 山中 明世 

 

乳児院連盟 

会長 北村 公子 

 

里親支援センター 

会長 

 

母子生活支援施設協議会 

会長 紺谷 宏志 


